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第１章

さいたま市の持つチカラ
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さいたま市誕生から20年の歩み
第１章 さいたま市の持つチカラ

１

市民・企業から選ばれる都市へ

平成13年5月

さいたま市誕生

(浦和市、大宮市、与野市が合併)

平成14年6月

FIFA W杯開催（埼玉スタジアム2○○2）

平成15年4月

指定都市に移行

平成17年4月

岩槻市と合併

平成18年4月【区画整理】

みそのウイングシティ まちびらき

「イオン浦和美園」オープン

平成19年10月【再開発】

JR「浦和駅」東口駅前に複合公共施設

「コムナーレ」、浦和パルコがオープン

平成21年3月【交通】

ＪＲ「西大宮駅」開業

平成25年1月【再開発】

JR「武蔵浦和駅」西口に複合公共施設

「サウスピア」開設

平成25年3月【交通】

浦和駅高架化事業が完了

ＪＲ「浦和駅」に湘南新宿ラインが停車

平成27年4月、7月

「コクーン新都心2,3」オープン

誕生から５年
平成13年～17年
(2001～2005)

誕生から10年
平成18年～22年
(2006～2010)

誕生から15年
平成23年～27年
(2011～2015)

誕生から20年
平成28年～令和3年

(2016～2021)
人口(R3.5.1)

133万人
平成19年4月

中高一貫教育校「市立浦和中学校」開校

平成19年10月

鉄道文化の振興拠点「鉄道博物館」開館

平成22年3月

世界初の

公立盆栽美術館

「大宮盆栽美術館」

開館

平成12年4月【交通】

JR「さいたま新都心駅」開業

平成12年9月

さいたま新都心駅西口に大型興行施設

「さいたまスーパーアリーナ」開業

平成13年3月【交通】

SR「浦和美園駅」開業

都
市
基
盤
・
交
通
の
整
備

市
の
ト
ピ
ッ
ク
ス

R3一般会計予算

6,118億円

平成25年10月

ツール・ド・フランス

さいたまクリテリウム 初開催

平成27年11月

さいたま国際マラソン 初開催

H13一般会計予算

2,980億円

人口(H13.5.1)

103万人

令和3年5月1日

さいたま市誕生 20周年

平成13年10月

日本最大のサッカー専用スタジアム

「埼玉スタジアム2○○2」開業

平成16年4月【区画整理】

「ステラタウン」オープン(北区)

平成16年5月【交通】

首都高速埼玉新都心線 開通

平成16年9月【区画整理】

「コクーン新都心1」オープン

浦和駅、大宮駅周辺で「再開発」が進行中

平成28年9月～12月

さいたまトリエンナーレ 初開催

平成29年4月

第8回世界盆栽大会 開催

平成31年4月

市立大宮国際中等教育学校 開校

中学校英語の学力 全国１位
※全国学力・学習状況調査(令和元年度)

令和3年7月～8月

東京2020大会 開催

令和６年度 竣工予定
大宮駅西口第3-B地区

令和８年度 竣工予定
浦和駅西口南高砂地区

令和３年度 竣工
大宮駅東口大門町2丁目

さいたまスーパーアリーナ

バスケットボール

埼玉スタジアム２〇〇２

サッカー



チカラ➋ 「住みやすい」まち P.5

さいたま市の「住みやすさ」に高評価

・市民の８割超が「住みやすい」と評価！

・指定都市「幸福度ランキング」第３位！

子育て世代から選ばれるまち

・０～14歳の転入超過 全国１位！

SDGs先進度 No.1都市

・市の施策 と SDGs が連動 持続可能なまちづくりを推進！

・全国市区・SDGs先進度調査 で、全国１位！

増え続ける人口

・令和12年頃まで人口増加が続く見込み！

さいたま市のプロフィール
第１章 さいたま市の持つチカラ

２

東日本の玄関口 さいたま市の持つチカラ

チカラ➊ 発達した交通網 P.3

鉄道、道路網が発達した東日本の玄関口

・発達した交通網を活かし、積極的な企業誘致！

２つのチカラ を活かした取組 P.9

運命の10年

・持続可能な成長・発展に向けて、

市内人口がピークを迎える令和12年頃まで

まちづくりへの積極的な投資を行う！

出典：「大宮駅グランドセントラルステーション化構想」(さいたま市)



チカラ➊ 発達した交通網
第１章 さいたま市の持つチカラ

大宮駅は、19万人/日が利用する交通の要衝

出典：JR東日本駅別乗車人員ベスト100 2020年度

東北圏：仙台駅まで 約 66 分

北陸圏：金沢駅まで 約 124 分

北海道：新函館北斗駅まで 約 214 分

都 心：東京駅、新宿駅まで 約 30 分

空 港：羽田空港まで 約 60 分

成田空港まで 約 76 分

・東北・北陸圏、北海道を連結する 首都圏対流拠点！

・新幹線６路線をはじめ、鉄道、高速道路網が
発達した 東日本の玄関口！

出典：「さいたま市総合都市交通体系
マスタープラン基本計画」(さいたま市)
を基に加工。

約60分

約76分

約66分

約124分

約74分

３

大宮駅を起点に、東日本へのアクセスが便利に！

新函館北斗駅
214分

山
形
新
幹
線

秋田新幹線

約130分

※大宮駅からの在来線または新幹線利用時の所要時間の目安

順位 駅名 1日平均乗車人員

1位 新　宿 47.7万人

2位 池　袋 37.6万人

3位 横　浜 29.0万人

7位 大　宮 18.9万人

～

大宮駅西口駅前広場

北海道新幹線



・「まもり、まねいて、そだてます」をテーマに、発達した交通網等

本市の強みを活かした企業誘致を実施！

発達した交通網を活かした戦略的な企業誘致

企業誘致実績

17年間(平成17～令和3年度)で、207社を誘致!

・建設投資による経済波及効果 約83億円

・立地操業に伴う経済波及効果 約12億円

合 計 約95億円

第１章 さいたま市の持つチカラ

４

企業から長期的な成長を見据えて選ばれる都市

出典：「さいたま市における本社転出入実態調査」(株)帝国データバンク（令和元年）を基に加工。

市内での立地操業により、従業員数、売上高が増加！

従業員数：増

売上高：増

コニシ株式会社
【支社／R1.9月立地】

合成接着剤「ボンド」等の製造・販売

富士フイルム株式会社
【研究開発棟／R2.8月立地】

デジタルカメラ、写真プリント、チェキ、
テレビレンズ、プロジェクター、監視カメラ、
レンズ、光学機器等の研究開発

株式会社ロッテ
【研究開発棟・製造工場／H22.7月立地】
【製造工場／R1.8月立地】

食料品製造（菓子・アイスクリーム、健康食品）

本社機能
45％

誘致企業の機能分布

研究
開発機能

17％

支社
機能
14％

営業
機能
8％

製造
機能
9％

物流機能
7％

株式会社オリジン
【本社／H27.11月立地】

電源機器、半導体デバイス、精密機構部品、
システム機器及び合成樹脂塗料の製造販売、
各事業に関連する研究及びその他のサービス等

誘致企業の事例

企業誘致による経済波及効果（令和3年度）



75.9

76.2

78.5

79.8

81.6 81.8

80.7

82.9
83.2

83.4

84.2 84.4

86.3

85.6％

82.2
83.1

79.8

81.3

82.5
82.1

83.5
84.3 84.6

82.9

86.1 86.2

85.0

85.2％

75

80

85

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

住みやすい

住み続けたい

（％）

チカラ➋「住みやすい」まち
第１章 さいたま市の持つチカラ

５

８割 を超える市民が「住みやすい、住み続けたい」と評価！

・ さいたま市の「住みやすさ」に高い評価が集まっている。

出典：「令和3年度さいたま市民意識調査」(さいたま市)

市民のさいたま市に対するイメージ さいたま市の住みやすさと定住意向の推移

・さいたま市は「住みやすい」 85.6%
・さいたま市に「住み続けたい」 85.2%

・さいたま市は「暮らしに便利なまち」としての
イメージが強い

出典：「令和3年度さいたま市民意識調査」(さいたま市)

平成19年10月

JR「浦和駅」東口駅前に複合公共施設

「コムナーレ」、浦和パルコがオープン

平成16年9月
「コクーン新都心1」オープン
平成27年4月、7月
「コクーン新都心2,3」オープン

■都市基盤の整備（買い物など生活に便利なまち）

平成21年3月

ＪＲ「西大宮駅」開業

平成25年3月

浦和駅高架化事業が完了

ＪＲ「浦和駅」に湘南新宿ラインが停車

■交通の整備（交通の利便性が高いまち）

順位 　　　　　　　　　　イメージ 割合

1位 買い物など生活に便利なまち 54.4%

２位 居住・生活環境のよいまち 52.6%

３位 交通の利便性が高いまち 48.1%

４位 関東の主要都市 37.7%

５位 災害に強く、治安のよいまち 30.3%



さいたま市の「住みやすさ」に、外部からも高い評価！

・「住みたい街ランキング」で 2駅 がトップ５にランクイン！

・「幸福度ランキング」で 指定都市中 第３位！

チカラ➋「住みやすい」まち

６
出典：「SUUMO住みたい街ランキング2022首都圏版」

（株式会社リクルート）

出典：「全47都道府県幸福度ランキング2022年版」
（一般財団法人日本総合研究所）

人口増加率

第２位

勤労者世帯
可処分所得

第１位

財政健全度

第５位

・「勤労者世帯可処分所得」が１位、「人口増加率」が
２位であり、都心への良好なアクセスを背景とした
ベッドタウンとして成長を続けている。

主
な
要
因

政令指定都市 幸福度ランキング2022年度版住みたい街ランキング 2022 首都圏版

浦和駅東口

大宮駅西口

大宮駅 第３位

浦和駅 第５位

第１章 さいたま市の持つチカラ

順位 駅名

１位 横浜

２位 吉祥寺

３位 大宮

４位 恵比寿

５位 浦和

６位 目黒

７位 新宿

８位 品川

９位 池袋

10位 鎌倉

総合順位 指定都市

１位 浜松市

２位 川崎市

３位 さいたま市

４位 京都市

５位 名古屋市



「子育て世代」から選ばれるまち

・市内人口は、毎年約１万人増加！

・転入超過数は、全国１位！

・特に0～14歳の転入超過数は
全国１位！

第１章 さいたま市の持つチカラ

７

子育て世代から選ばれるまち

人口動態

つまり、さいたま市は…

※各年度４月１日現在（住民基本台帳登録人口）

120

125

130

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

増え続ける人口

124万人

133万人

毎年約１万人増加

●転入超過（全年齢）

順位 市町村 転入超過数（人）

１位 さいたま市 10,527

２位 横浜市 10,123

３位 札幌市 9,711

４位 大阪市 7,893

５位 福岡市 7,158

出典：「住民基本台帳人口移動報告（2021年結果）」（総務省）

●転入超過（0～14歳）

順位 市町村 転入超過数（人）

1位 さいたま市 1,683

2位 つくば市 866

３位 千葉市 848

４位 町田市 822

５位 流山市 797

出典：「住民基本台帳人口移動報告（2021年結果）」（総務省）



SDGs先進度 No.1都市
第１章 さいたま市の持つチカラ

８

市の施策 と SDGsが連動 持続可能なまちづくりを推進！

・市政運営の基本指針「さいたま市総合振興計画」で、各施策に SDGs の17ゴール を紐づけ

全国市区・SDGs先進度調査 で、さいたま市が全国１位！
出典：「全国市区・SDGs先進度調査」（令和3年1月4日：日経グローカル誌掲載）

ハイパーエネルギーステー

ション※ の整備・普及を推

進し、平時の脱炭素化と災

害時のエネルギーセキュリ

ティの向上を図るもの。

SDGs関連施策の代表例 ：スマートシティさいたまモデル

連 動市の11の行政分野
（都市インフラ、環境…等）

17の目標
169のターゲット

公共施設に設置された
ハイパーエネルギーステーション

脱炭素化・強靭化・地域コミュニティの強化 脱炭素化・交通利便性・3密回避の強化脱炭素化・エネルギーセキュリティの強化

次世代自動車や自転車と

いった低炭素なモビリティ

の普及を促進することで、

温室効果ガス削減と交通の

利便性を強化。

再生可能エネルギーの地産

地消による平時の脱炭素化

と災害時のエネルギーセ

キュリティの確保、健康や

コミュニティ等に寄与する

スマートホーム・コミュニ

ティ の普及に向けた整備

を推進。

シェアサイクル・シェアスクーター※次世代自動車の燃料となる水素

や電気をはじめとした多様なエ

ネルギーを災害時も供給できる

施設

※市内14か所に整備済。

(令和3年3月現在)

※浦和美園Ｅ－フォレスト

上記の取組などによって…

スマートホーム・コミュニティ

※マルチモビリティシェアリングの

実証事業を実施中。

・シェアサイクルポート

市内334か所（令和3年6月末時点）

・シェアスクーターポート

市内11か所（令和3年6月末時点）

・シェア超小型EVポート

市内7カ所（令和3年6月末時点）

シェア超小型モビリティ
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市内総人口の推移

持続可能な成長・発展に向けて

出典：「さいたま市総合振興計画 基本計画」(さいたま市)
※平成27年は「国勢調査」（総務省）
※令和2年以降は、社人研から発表された数値

（万人）

第１章 さいたま市の持つチカラ

９

さいたま市は 令和12年頃まで人口増加が続く見込み

市内人口のピーク

この間に積極的な投資を行うことで、
持続可能な成長・発展につなげていく

・市内人口がピークを迎える 令和12年までが、非常に大切な期間！

生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

年少人口（0～14歳）

総人口



第１章 さいたま市の持つチカラ

10

都心エリア (2)

副都心エリア(4)
副都心エリア
岩槻駅周辺地区

副都心エリア
日進・宮原地区

副都心エリア
武蔵浦和地区

副都心エリア
美園地区

まちづくりへの積極的な投資

・都市再生緊急整備地域※ に指定
※都市開発等により、緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域

・大宮駅周辺で市街地再開発事業が進行中

❶大宮駅西口第3-B地区第一種市街地再開発事業

・大宮駅の駅機能の高度化と駅前一体のまちづくりを行う

「大宮駅グランドセントラルステーション化構想」を推進

大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区【都心エリア】

浦和駅周辺地区【都心エリア】

・県の行政の中心地であり、商業・業務機能、

教育・文化機能が集積

・湘南新宿ラインのJR「浦和駅」停車により

交通アクセスが向上 ※平成25年3月

・浦和駅西口で、市街地再開発事業が進行中

➍浦和駅西口南高砂地区第一種市街地再開発事業

浦和駅東口

美園地区【副都心エリア】

・大規模な土地区画整理事業による新市街地形成が

進められており、子育て世代を中心に人口が増加

・人口増に伴い、小学校・中学校を新設
※平成24年4月、平成31年4月

・東京メトロ南北線などに直結のSR「浦和美園駅」

東北自動車道 浦和ICを介し、交通利便性が高い

その他の取組

・市内2か所の環境センターを統廃合し、

➎サーマルエネルギーセンターを新設整備

・子育て世代の転入増※などに伴う保育需要の

高まりに対し、市内各地で➏保育所の増設を

積極的に推進（R3：2,378名分増設）
※0～14歳の転入超過 全国１位

市内の保育所

美園地区の街並み

・首都圏広域地方計画で、災害時の首都圏機能の

バックアップ拠点に位置付け

・国際バカロレア教育を導入した ➋大宮国際中等

教育学校 を新設整備
※前期課程：平成31年4月開校 後期課程：令和4年4月開校

・➌さいたまセントラルパークなど大規模公園の

整備を推進

さいたま新都心駅周辺

大宮駅西口

都心エリア
大宮駅周辺・
さいたま新都心周辺地区

都心エリア
浦和駅周辺地区

❶
➋

➌

➍

➎



まちづくりへの積極的な投資
第１章 さいたま市の持つチカラ
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居住施設、商業施設に加え、市民会館や子育て
支援センターの機能を導入した複合施設を整備

子育てするならさいたま市！
新たに2,378人分を増設 (R3実績)

賑わい創出と防災性の向上に向け、住宅、商業の
機能を導入した複合施設と道路を一体的に整備

令和6年度 竣工予定

令和８年度 竣工予定

さいたま市長
清水勇人

大宮駅周辺・さいたま新都心周辺地区【都心エリア】

❶大宮駅西口第3-B地区第一種市街地再開発事業 ➋大宮国際中等教育学校 ➌さいたまセントラルパーク

➍浦和駅西口南高砂地区第一種市街地再開発事業

浦和駅周辺地区【都心エリア】 その他の取組

➎サーマルエネルギーセンター ➏保育所の増設

国際バカロレア教育を導入した「大宮国際中等教育学校」
を新設整備

令和7年度供用開始予定
令和8年度完成予定

高効率発電や焼却灰等の資源化による最終処分量の抑制を
図るため、サーマルエネルギーセンターを整備

緑の核となり、広域防災拠点の要としての機能を有する
都市公園「さいたまセントラルパーク」を整備

前期課程：平成31年4月開校
後期課程：令和 4 年4月開校

次期整備地区

先行整備地区
（合併記念見沼公園 H19.11開設）



第２章

さいたま市の財政



・実質収支は、さいたま市誕生以来、連続して黒字を達成！

・普通建設事業費の伸びに伴い、近年 市債額（普通建設事業債）が
増加傾向にある。

令和３年度決算収支

決算収支の状況（一般会計）

※金額については、百万円単位のため差引額等が合わない場合があります。

歳入・歳出決算状況（一般会計）

第２章 さいたま市の財政～令和３年度決算
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<歳入＞ 単位：百万円

R3 R2 増減 増減率

市税 273,787 274,686 △ 899 △0.3%

諸収入 44,861 45,185 △ 324 △0.7%

繰越金 12,470 5,983 6,487 108.4%

使用料及び手数料 7,028 6,880 148 2.2%

国庫支出金 160,382 249,913 △ 89,530 △35.8%

市債 55,606 48,955 6,651 13.6%

普通建設事業債 36,662 40,639 ▲ 3,977 ▲9.8%

臨時財政対策債 18,944 8,316 10,628 127.8%

県支出金 28,844 28,139 704 2.5%

地方消費税交付金 29,231 26,618 2,613 9.8%

地方交付税 15,557 6,605 8,952 135.5%

その他 26,098 23,414 2,684 11.5%

歳入合計 653,864 716,378 △ 62,514 △8.7%

<歳出＞

人件費 127,726 126,152 1,574 1.2%

扶助費 166,520 136,362 30,158 22.1%

公債費 54,455 54,702 △ 247 △0.5%

普通建設事業費 70,399 66,750 3,649 5.5%

その他 221,000 319,942 △ 98,942 △30.9%

歳出合計 640,100 703,908 △ 63,808 △9.1%

単位：百万円

R3 R2 増減 増減率

　A．歳入決算額 653,864 716,378 △ 62,514 △8.7%

　B．歳出決算額 640,100 703,908 △ 63,808 △9.1%

　C．形式収支（A-B） 13,764 12,470 1,294 10.4%

　D．繰越財源 6,437 4,680 1,757 37.5%

　Ｅ．実質収支（C-D） 7,328 7,790 △ 462 △5.9%



41.8%

国庫支出金

24.6%

市債

8.6%

諸収入

6.7%

その他

18.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市民税（個人）

49.2%

市民税（法人）

6.8%

固定資産税

31.9%

その他

12.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市税

市税収入（令和３年度普通会計）

歳入に占める市税の割合

他指定都市との比較

第２章 さいたま市の財政～令和３年度決算

・市税の割合は、特別定額給付金の
終了に伴う国庫支出金の減等に
より増加(＋3.5％)

・市税の決算額は、ふるさと納税の
の影響等により微減(▲0.3%)

・指定都市の中で、歳入に占める
市税の割合が２番目に高い

安定的な税収基盤の確保
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・義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の支出が年々増加！

・特に「扶助費」は、子育て世代の転入に伴う保育需要の高まり等

により大きく増えており、今後も増加が見込まれる。

義務的経費（令和３年度普通会計）

性質別歳出の推移 義務的経費の内訳

単位：百万円

第２章 さいたま市の財政～令和３年度決算

・扶助費が著しく増加。

・人件費は、県費負担教職員の給与負担事務

の権限移譲に伴い、平成29年度から増加。
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※グラフの( )内は構成比
※項目ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合がある

単位：百万円

218,851

(51.2%)

219,926

(50.7%)

228,678

(50.5%)

233,150

(51.8%)

241,755

(53.4%)

294,722

(56.2%)

300,552

(55.9%)

310,587

(56.7%)

318,985

(45.2%)

350,414

(54.7%)

69,412

(16.2%)

65,859

(15.2%)

73,100

(16.2%)

64,464

(14.4%)

60,312

(13.3%)

78,914

(15.1%)

81,713

(15.1%)

73,315

（13.4％）

69,124

(9.9%)

71,672

(11.2%)
139,544

(32.6%)

147,716

(34.1%)

150,639

(33.3%)

151,818

(33.8%)

150,163

(33.3%)

151,018

(28.7%)

155,888

(29.0%)

163,528

（29.9％）

317,211

(44.9%) 218,905

(34.1%)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

その他経費 投資的経費 義務的経費

新型コロナウイルス感染症対策（特別定額給付金等）
により「その他経費」が大幅増

区分 H24 H25 H26

人件費 73,045 70,674 72,939

扶助費 98,196 99,747 106,395

公債費 47,609 49,504 49,344

合計 218,851 219,926 228,678

区分 H27 H28 H29

人件費 75,080 74,194 121,318

扶助費 111,259 117,640 122,088

公債費 46,811 49,922 51,316

合計 233,150 241,755 294,722

区分 H30 Ｒ１ R2 R3

人件費 123,021 124,642 126,284 127,859

扶助費 125,268 131,406 136,363 166,520

公債費 52,263 54,539 56,339 56,035

合計 300,552 310,587 318,985 350,414

※扶助費は、10年前(H24）の約1.7倍に増加している。
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65.5%
54.7%

義務的経費（令和３年度普通会計）
第２章 さいたま市の財政～令和３年度決算

・歳出総額に占める義務的経費の割合は、指定都市の平均より上位！

※ さいたま市は 54.7%で、指定都市の平均は 56.0％。
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平均値より上位に位置 指定都市平均値

56.0%
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0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0

実質公債費比率（％）

財政指標（令和３年度普通会計）

健全化判断比率 実質公債費比率・将来負担比率の比較

第２章 さいたま市の財政～令和３年度決算

・いずれの指標も国が定める「早期健全化基準」を大きく下回っており、
財政の健全性を保っている！

・実質公債費比率、将来負担比率ともに、低い水準を維持！
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将
来
負
担
比
率
（
％
）

さいたま市

債務水準：増

公債費負担：増
実質公債費比率
・地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）

の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する
割合で表したもの。

将来負担比率
・現在抱えている負債が財政規模に占める割合。400％

を超える団体は「早期健全化団体」となり、財政健全
化計画の策定が必要。

R３ 早期健全化基準

実質赤字比率 ー 11.25%

連結実質赤字比率 ー 16.25%

実質公債費比率 6.5% 25.0%

将来負担比率 18.9% 400.0%

資金不足比率

（企業会計）
ー 20.0%
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0.965
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さいたま市 指定都市平均

第２章 さいたま市の財政～令和３年度決算

17

・いずれの指標も、他指定都市より比較的上位に位置している！

６位

（数値が高い方が良い） （数値が低い方が良い）

２位

３位

７位

10位

４位

20指定都市中のさいたま市順位

※ 特に「財政力指数」は、指数が高いほど市民税など自主的な収入割合が大きく、安定的な財政運営を
行っていることを示すもので、さいたま市は３番目に高い財政力を備えている。

財政指標の比較（令和３年度普通会計）
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減債基金（満期一括分等）残高

・市場公募債100億円を発行後、

3年間据え置いた後に「年6.0％(6億円)×7年」を積立

※総務省が示す「年3.3%×10年」を上回る水準の積立

基金残高の推移

減債基金の残高推移

第２章 さいたま市の財政～令和３年度決算 ・減債基金（満期一括分）の積立は、借入額に対して

・市民１人あたりの財政調整基金残高は、
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・満期一括償還地方債等の元金償還に充てるため、減債基金を設置。
・満期償還時に支障のないよう、着実な積立てを実施し、償還確実性

を担保。

（百万円）



歳入・歳出予算（一般会計）本市の予算規模

第２章 さいたま市の財政～令和４年度予算

・総予算額(一般会計、特別会計、企業会計の計)は１兆916億円となり、
一般会計では、さいたま市誕生以来、最大の予算規模。

19

令和４年度予算 ４つの柱

新型コロナウイルス感染症と自然災害への対策の強化
・自宅療養者に対する医療提供体制の強化
・都市、生活インフラの耐震性確保や治水対策の推進

ポストコロナを見据えたさいたま市らしさの深化
・大宮駅、浦和駅周辺のまちづくりの推進
・ゼロカーボンシティの実現に向けた取組を推進

誰一人取り残さない包括的な支援の充実
・SDGsの理念を基に、包括的な相談体制を強化

市役所ＤＸの推進と公民学共創
・ポストコロナ時代を見据え「デジタルファースト」

な行政運営に転換

令和４年度予算 難局を乗り越え、本市のシンカに取り組む予算

R4予算額 対R3増減 増減率

一般会計 6,373億円 255億円 4.2%

特別会計 3,237億円 48億円 1.5%

企業会計 1,305億円 56億円 4.5%

合計 1兆916億円 359億円 3.4%

＜歳入＞ 単位：百万円

R4 R3 増減 増減率

市税 276,932 261,728 15,204 5.8%

国庫支出金 129,403 117,201 12,202 10.4%

市債 60,483 68,727 ▲ 8,244 ▲12.0%

普通建設事業債 48,281 48,199 82 0.2%

臨時財政対策債 12,202 20,528 ▲ 8,326 ▲40.6%

諸収入 51,089 53,331 ▲ 2,242 ▲4.2%

県支出金 32,028 29,529 2,499 8.5%

地方消費税交付金 28,253 27,568 685 2.5%

使用料及び手数料 7,583 7,730 ▲ 147 ▲1.9%

地方交付税 9,221 6,089 3,132 51.4%

その他 42,308 39,877 2,431 6.1%

歳入合計 637,300 611,780 25,520 4.2%

＜歳出＞

R4 R3 増減 増減率

人件費 133,035 130,921 2,114 1.6%

扶助費 151,158 142,395 8,763 6.2%

公債費 54,064 54,579 △ 515 △0.9%

普通建設事業費 78,142 77,660 482 0.6%

その他 220,901 206,225 14,676 7.1%

歳出合計 637,300 611,780 25,520 4.2%
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(億円)

人 件 費

公 債 費

扶 助 費

そ の 他
（注）

普通建設
事 業 費

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

（注）その他とは、物件費、災害復旧事業費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及び出資金、

貸付金、繰出金及び予備費の合計額です。

※グラフの（ ）内は構成比です。

※区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

721 809 702 677 790 902 760 724 777 781
(16.1) (17.4) (15.4) (14.4) (14.9) (16.3) (13.7) (12.9) (12.7) (12.3)
2,221 2,261 2,281 2,409 2,912 3,045 3,106 3,170 3,279 3,383
(49.7) (48.6) (50.1) (51.5) (54.9) (54.9) (55.8) (56.3) (53.6) (53.1)

投資的経費

義務的経費

そ の 他 依 存 財 源

自 主 財 源 割 合

依 存 財 源 割 合

グラフラベル用

市　　　税

諸　収　入

その他自主財源

市　　債

国 県 支 出 金

その他依存財源
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(48.8)

2,215
(47.6)

2,231
(48.9)

2,267
(48.3)

2,314
(43.7)
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(47.0)
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(43.5)
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(6.8)
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(6.7)
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(6.5)
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351
(6.3)

338
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(5.0)
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(12.8)
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586
(11.1)
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(12.3)

543
(9.8)

510
(9.1)
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(11.2)
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(9.5)876

(19.6)

975
(21.0) 911

(19.9)

978
(20.9)

1,103
(20.8)

1,167
(21.0)

1,218
(21.9)

1,294
(23.0)

1,467
(24.0)

1,614
(25.3)

314
(7.0)

324
(6.9) 373

(8.2)

388
(8.3)

703
(13.2)

485
(8.7)

443
(7.9)

478
(8.5)

518
(8.5)

561
(8.8)

4,475
4,649

4,560
4,689

5,301

5,545 5,568 5,627

6,118

6,373

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

依
存
財
源

自
主
財
源

(億円)

市 税

諸 収 入

そ の 他

自主財源

（注２）

市 債

国 県

支 出 金

そ の 他
依存財源

（注１）

1,780 1,892 1,806 1,845 2,392 2,332 2,204 2,283 2,672 2,780

(39.8) (40.7) (39.6) (39.3) (45.1) (42.0) (39.6) (40.6) (43.7) (43.6)

2,696 2,757 2,755 2,844 2,909 3,214 3,364 3,344 3,446 3,593

(60.2) (59.3) (60.4) (60.7) (54.9) (58.0) (60.4) (59.4) (56.3) (56.4)
自主財源

依存財源

（注１）その他依存財源とは、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、

分離課税所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、

自動車取得税交付金、環境性能割交付金、軽油引取税交付金、地方特例交付金、地方交付税、

交通安全対策特別交付金、特別地方消費税交付金及び道府県民税所得割臨時交付金の合計額

です。

（注２）その他自主財源とは、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金及

び繰越金の合計額です。

※グラフの（ ）内は構成比です。

※区分ごとに四捨五入しているため、各数値の合計と合計額は一致しない場合があります。

予算の構成比（一般会計）
歳入 歳出（性質別）

第２章 さいたま市の財政～令和４年度予算
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第２章 さいたま市の財政～令和４年度予算

新型コロナウイルス感染症対策に係る令和４年度当初予算額は、

約206億円

21

地方創生臨時交付金
約11億円

新型コロナウイルス感染症関連予算

内
訳

国県支出金
約175億円

１

感染症拡大防止と検査・医療提供体制の整備に係る予算
約199億円１ ２

市民生活の支援と雇用維持・経済の回復支援
に係る予算 約７億円

・生活困窮者への自立支援金の支給 4.1億円

・住居確保給付金の支給 1.3億円

・商店街活性化推進補助など商店会への支援 0.5億円

・花火大会開催における感染症対策費用の補助 0.3億円

・地域の祭り開催における感染症対策費用の補助 0.2億円

・中小企業が取り組む生産性革命や販路開拓への支援 0.2億円

など

・ワクチン接種体制の整備及び追加接種の実施 151.6億円

・行政検査実施と保険適用された検査費用及び入院医療費
の公費負担 19.2億円

・患者等の入院受入れを行った医療機関への補助 9.7億円

・高齢者施設・障害者施設の新規入所者や従事者等への
ＰＣＲ検査費用の補助 4.9億円

・自宅療養者の相談対応や食料品等の配送 2.8億円

・地域外来検査センターの運営 1.6億円

・感染者等の宿泊療養所、病院等へ移送 1.2億円

・妊婦に対するＰＣＲ検査と妊産婦の寄り添い支援 0.6億円

など

※令和4年2月定例会における
令和4年度当初予算の補正を踏まえた額

一般財源
約20億円
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さいたま市の起債運営
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第３章 さいたま市の起債運営
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・将来を見据えた持続可能な成長・発展に向け、まちづくりへの積極

的な投資を行っているため、普通建設事業債の発行額は増加傾向に

あり、今後も更なる増加が見込まれる。

（億円）

発行額（実績）

490
556

605

759

994

799

609 591

505

687

出典：「財政収支に関する中期試算」（さいたま市）
発行見込額

（中期試算）
発行見込額

（当初予算）

722



2,613 622 1,180 2,258 6,569 
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公的資金 民間資金(5年債) 民間資金(10年債) 民間資金(10年債：満期一括)

民間資金(11～15年債) 民間資金(20年債) 民間資金(30年債)

・これまで10年債の発行が中心であったが、公債費負担の平準化を
図るため、超長期債の発行額を増やしている。

市債発行実績（調達先・発行年限）

発行額・資金調達先の推移（一般会計）

第３章 さいたま市の起債運営

23

・借入の大部分を、銀行等引受債や市場公募地方債による民間資金
から調達している。

10年債

55,606
59,052

50,475
48,955

60,941
（百万円）

民
間
資
金 10年債(満期一括)

20年債

30年債



市債残高の推移

注1）借換分を除く。
注２）各会計ごとに四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

第３章 さいたま市の起債運営
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一般会計の市債残高推移 全会計の市債残高推移

普通建設事業費の伸びに伴い、市債残高(普通建設事業債)も増加傾向。

・臨時財政対策債の残高は減少傾向。

・一方で、積極的な投資を行っていることから、
臨時財政対策債を除いた市債残高は増加傾向。

・市債残高は、近年横ばいで推移。

・企業会計は、病院事業会計で「市立病院の建替事業」
を行ったことから、令和元年度に残高が増加。
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（単位：億円）
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プライマリーバランスと残高比較

プライマリーバランスの推移 市民1人当たりの市債残高

第３章 さいたま市の起債運営
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・プライマリーバランスを意識し、借入額や償還年限に
配慮した計画的な起債運営を行っている。

・平成29年度以降、積極的な建設投資によりマイナスで
推移していたが、令和３年度は決算状況を踏まえ、
起債を一部見送ったこと等により、プラスに転じた。

・積極的な建設投資により、市債残高は増加傾向にあるが、
市民１人当たりに換算すると、34万１千円で、指定都市
の中で2番目に少ない。

（単位：千円）

（令和３年度末残高）
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（単位：億円） ※普通会計ベース



市場公募地方債
第３章 さいたま市の起債運営

過去５年間の発行実績

令和４年度さいたま市シンジケート団シェア

・平成15年度に指定都市に移行して以来、10年満期一括償還方式で
100億円を年１回発行

26

銀行団 証券団
名　　　　　称 シェア 備考 名　　　　　称 シェア 備考

　埼玉りそな銀行 20% 代表受託兼幹事 　みずほ証券 11% 幹事

　みずほ銀行 11% 副受託兼幹事 　SMBC日興証券 10%

　武蔵野銀行 5% 　大和証券 10%

　三井住友銀行 1% 　野村證券 7%

　あおぞら銀行 1% 　しんきん証券 6%

　埼玉縣信用金庫 1% 　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券 5%

　さいたま農業協同組合 1% 　東海東京証券 5%

小計 40% 　SBI証券 4%

　岡三証券 2%

小計 60%

H29 H30 R1 R2 R3

発行額 100億円 100億円 100億円 100億円 100億円

発行日 H29.12.25 H30.12.25 R1.12.25 R2.12.25 R3.12.24

償還日 R9.12.24 R10.12.25 R11.12.25 R12.12.25 R13.12.24

表面利率 0.210% 0.195% 0.110% 0.125% 0.125%





さいたま市 財政局 財政部 財政課 ふるさと納税担当

住 所 〒330-9588

さいたま市浦和区常盤６－４－４

電 話 ０４８－８２９－１１５６

E-mail furusato@city.saitama.lg.jp

検 索

投資のかたちはいろいろあります。
ふるさと納税も「さいたま市」

🔍 さいたま市 ふるさと納税

連
絡
先


